
市民アンケート（結果）  
1 対象者 

 

2 アンケート結果 
 
性別・年代  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ｑ1 本市のごみ焼却量はピーク時から３万ｔ削減したが、最近は横ばいであることを知っていますか 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ｑ2 ごみの資源化のため、どのような分別回収に取り組んでいますか  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ｑ3 雑がみは、資源として回収されることを知っていましたか。また、雑がみの分別を行っていますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ4 生ごみの減量のために取り組んでいることはありますか（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ5 プラスチック製容器包装の分別収集が始まったことを知っていますか。また、分別していますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ6 今後、力を入れたいごみの減量や、資源化の取り組みを教えてください（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ7 ごみ処理の有料化は、ごみの減量の意識につながると思いますか（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ8 ごみの減量・資源化は、なぜ必要であると思いますか（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ9 ごみの減量・資源化を進めるために、本市が果たすべき役割は何だと思いますか（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ10 ごみの減量・資源化に関する施策について、本市はどのように進めていく必要があると思いますか 

 

 

 

 

 

 

 
 

区分 調査期間 対象者 回答者 回答率 自由意見数 

市民アンケート R4.8/1～8/31 2,000人（18～80歳未満を無作為抽出） 896 人 44.8% 

419 件 市政モニター 8 月上旬 市政モニター200 人 188 人 94.0% 

市 HP アンケート 8/1～8/31 一般市民 4 人 － 

合 計   1,088 人 －  

・「知っていた」10％（114 人） 
「知らなかった」89％（966 人） 

・ごみ焼却量の現状に関する認識度は低く、 
更なる啓発が必要である。 

・性別 男女比 概ね 4 対 6 
・年代 70 代 最も多く 20％ 

60～30 代 20～10％ 
20～10 代 8％ 
10 代   1％ 

・資源分別回収は、地域、民間施設、その併用
で、取り組んでいる。 

・民間ステーションの増加を踏まえ、地域の 
資源分別回収の拡充が課題である。 

・68%が、分別に取り組んでいるが、分別を知
っていても行っていない人が 17％いるた
め、その理由を把握し、今後の方策を考える
必要がある。  

・14％が、分別を知らないことから、更なる 
周知・啓発に努めていく必要がある。 

・「３キリ行動」が、回答者の７割と最も多い
一方で、ダンボールコンポストや、生ごみ 
処理機による減量に取り組む人が少ないこ 
とから、多様な取り組みが必要である。 

・大多数の人が分別に取り組む一方、取り組
んでいない人が、６％程度あることから、
その理由を把握し、今後の方策を考える 
必要がある。  

・知らないとの回答もあったことから、 
更なる周知・啓発が必要である。 

・回答者の多くが、ごみ減量や資源化の取り 
組みに前向きである。  

・今後、取り組みを行う市民の拡充とともに、
成果に繋がる具体的な方策が必要である。 

・ごみ処理の有料化が、ごみ減量に繋がると 
考える回答者の５割（50.5％）あった。  

・一方、繋がるとは思わない、わからないとの
回答も同程度あり、制度の導入の検討には、
丁寧な対応が大切である。 

・「限りある資源を循環させる」、「地球温暖化
対策として有益」の順で高く、ごみ問題を、 
大局的な視点から、ごみ問題を意識している
人が多い。  

・このような視点を啓発することが、今後の 
施策の推進に効果的である。 

・「ごみの減量や資源化を推進するための施策
の充実」、「剪定枝の資源化や粗大ごみの再使
用化など新たな施策の展開」の順であった。  

・市民啓発や情報発信よりも、具体的な施策の
実施が必要と考える人が多い。 

・「ごみの減量や資源化に有益な施策」、「現在
の減量作戦の効果や社会情勢などを総合的
に勘案して判断」の順に多く、これらが、 
約 8 割を占めている。  

・また、「市民の理解を十分に得る」との回答
が 2 割近くあり、施策の説明や意見交換等の
機会が重要である。 
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